
1. はじめに

　政治意識・投票行動研究において，有権者が政
治についてどの程度知っているか，また関心を払
っているか，ということはその意思決定において
重要であることは様々な実証研究で明らかにされ
てきた。また，それらの研究群，特にアメリカの
政治学研究の中においては，有権者の政治につい
ての知識（以下では政治知識とする）や政治に対
する関心（以下では政治関心とする）といった概
念は彼らがどの程度政治的に洗練されているか，
といういわゆる政治的洗練性の一指標として着目
されてきており，その機能や性質から，似通った
概念として捉えられてきたといえる。しかしなが
ら，近似した概念として捉えられてきた，もしく
は同一概念の一下位概念として捉えられてきた政
治知識と政治関心という 2 つの概念は，相互に因
果関係を持つことが直感的にも想定できる。言い
換えるならば，「政治に関心がある人は政治知識
を高く保有する」，逆に「政治知識を高く保有す
る人は政治に関心を持つ」という関係は一般的に
理論整合的な考え方であるといえるということで
ある。だが，既存の研究について俯瞰すると，そ
の点においてそれら 2 つの変数間の関係性につい
て明示的に議論しているものはさほどないことに
気づく（例外として Luskin，1987： 山崎・荒井，
2012）。そこで本稿では，直感的に想定される政
治知識と政治関心における双方の関係を実証的に
分析し，明らかにすることを目的とし分析を行
う。本分析によって政治知識と政治関心の間の関
係性を明らかにすることは，政治意識・投票行動
研究において，政治知識や政治関心が主要な説明

変数として現在においてもその影響が実証されて
いる点を鑑みると，政治的態度や行動メカニズム
の解明を目的とした研究へのインパクトが期待で
きる点において意義があると考えられる。分析に
は政治知識と政治関心の両項目を含んだパネルの
世論調査データを用い，交差ラグモデルを採用す
ることにより，ある一時点における政治知識・関
心がその後の一時点における知識・関心に対して
どのような影響を持ちうるか，ということを実証
的に明らかにすることができると考える。

2. 問題意識

　まず本稿の主眼である政治知識と政治関心につ
いて，その関係性を考える。第一に，先にも述べ
たが，その概念の類似性を確認したい。類似性の
第一点としては，その比例的関係が直感的に想定
される点にあるといえる。先の具体例にもあるよ
うに，一般的には政治知識を高く保有している人
と高く政治に関心を払っている人は，政治的に洗
練されている人という同一グループに属している
と推察される。これは，直感的な議論にとどまら
ず，学術的にも想定されていることが，政治的洗
練 性（Political sophistication） や 政 治 的 知 覚

（Political awareness）といった概念の一指標と
して考えられている点に表れている。政治的洗練
性や知覚が高い人は政治知識を高く保有し，政治
関心も高いということが理論的に考えられてきた
のである（Luskin, 1987 ：Zaller, 1992）。第二点
目は，既存研究により，投票行動に対する影響が
似通っている点が挙げられる。具体的には，投票
参加における正の影響を持つということが実証研
究により明らかにされていることが挙げられるだ
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ろう（例えば，Delli Carpini and Keeter，1996：
蒲島，1998：山崎，2008 など）。これらの研究で
は，それぞれ知識／関心が高い人は投票参加を行
う，ということを実証的に明らかにしている。こ
のような類似性，特に第一の点については，これ
ら二変数間の実証分析が難しいことが影響してい
ると考えられる。政治知識と政治関心は，近似し
た変数であるがゆえに内生性を持ち，統計分析に
用いることに大きな制約がかかってしまうという
ことが問題となってしまうのである。調査データ
を用いて且つ内生性を回避する方法の一つはパネ
ルデータを使用することにより，測定時点の違う
変数を用いて分析を行うことが挙げられるが，多
くの選挙調査においては，事後調査において測定
される有権者の投票行動が従属変数となり，その
説明変数はパネル調査における事前調査に入るこ
とがほとんどであり，政治知識・関心もその傾向
が強い。このことは，各変数における関係性を分
析するにあたっては大きな障害となる。なぜなら
ば，上記の内生性の問題克服に関して，このよう
なデータは当然パネル形式であるメリットを失
い，単にクロスセクションデータを分析している
に過ぎず，政治知識・政治関心相互に因果関係を
想定した分析を行う場合には，その相関のみを見
ていることになってしまうからである。
　このように，類似性を持っていること，またそ
の関係を実証分析で明らかにすることの難しさに
よって政治知識と政治関心という 2 つの概念間の
関係はあまり探究されてこなかったといえる1。
しかしながら，実際に世論調査データを見ると，
上記のように想定されている類似性とは異なった
傾向が示され，その変数間にどのような関係があ
るのかということを分析する必要性があることが
うかがえる。本稿で行う分析に用いたパネル世論
調査のデータを使って，それぞれの変数の記述統
計量，ヒストグラム，相関分析表を確認すると，
以下のようになる。変数の詳しいデータの説明・
操作等は次節を参照されたい。
　この記述統計量ヒストグラム，相関分析表を見
てみると，以下のことがわかる。まず，度数分布
を確認すると，2005 年時点での政治知識レベル，
2007 年時点での政治知識レベルは平均値でそれ
ぞれ 2.59 と 2.61 となっている。どちらも 0 から
7 の 8 点尺度として構成しているため，全てがラ

図 1　2005 年時点における政治知識量のヒストグラム

図 2　2007 年時点における政治知識量のヒストグラム

 

 

 

図 3　2005 年時点における政治関心レベルのヒストグラム

表 1　政治知識量と政治関心レベルの記述統計
記述統計量
平均値 標準偏差 サンプル数

政治知識量 05 2.59 1.728 1397
政治知識量 07 2.61 1.718 898
政治関心レベル 05 3.00 0.862 1389
政治関心レベル 07 3.06 0.803 895
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ンダムに回答された場合，平均値は 3.5 をとると
考えられるが，実際にはそれよりも低い値をとっ
ていることがわかる。同様に政治関心を見てみる
と，2005 年時点では 3.00 で 2007 年時点では 3.06
となっており，1 から 4 の 4 点尺度で構成してい
る中間点である 2.5 を上回っていることがわか
る。つまり，その分布として政治知識はその程度
が低い人が多く，政治関心は高い人が多いという
ことが示されていることになる。ヒストグラムを
確認しても，政治知識は両年度において左側に偏
っており，政治関心は右寄りに偏っていることが
わかる。次に，それぞれの相関を見てみると，最
も相関が高い 2 変数は，2005 年の政治知識量と
2007 年の政治知識量であり，次いで 2005 年の政
治関心と 2007 年の政治関心である。相関係数は
それぞれ 0.587 と 0.542 となっており，やや高い
値をとっている。その他の相関も全て統計的には
有意ではあるが，上記の値よりは低くなってい
る。値そのものを絶対的に評価することは難しい
が，0.3 程度の相関係数をもって近似した概念と
いうのは問題があると考えられる。また，年度毎

に結果を見ると，知識と関心の相関はそれぞれ同
一年度のものが異なる年度もものよりも高い値を
示している。まとめると，政治知識と政治関心は
比例的な関係は認められるものの，分布に相違が
見られ，相互の関係性は同一概念間の関係よりも
弱いということになる。
　以上の二変数間の類似点とデータによる相違点
についての議論を受け，本稿で主に着目する点と
して，関心と知識の獲得（喪失）メカニズムの相
違について考察する。言い換えると，政治に関心
を持つ（無くす）ようになることと，政治に関す
る知識を獲得（喪失）することがどのように違う
のか，という点である。
　政治知識の獲得に関する興味深い先行研究とし
て，Markus Prior and Lupia (2008) では，一般的
世論調査における政治知識の測定においては，獲
得能力が考慮されていないことを批判し，実験的
手法を用いて，金銭的インセンティブや時間的猶
予を与えることによって，政治知識量が有意に増
えることを実証的に示している。またこれらの結
果を受け，有権者は選挙における意思決定時に必
要な情報を適宜得られること，既存の調査データ
はそれらの能力を過小評価していることを主張し
ている。しかしながら，この分析結果は政治知識
獲得には大きなコストがかかるということも同時
に示している解釈することもできる。つまり，金
銭的インセンティブや時間をかけなければ政治知
識 は 獲 得 で き な い と い う こ と で あ る。Delli 
Carpini and Keeter (1996) において政治知識は

「政治について，思い出すことができる正確な認
知」と定義され，広く一般的に用いられている
が，政治的な情報について “ 正確な認知 ” をする
ためには，何らかのインセンティブがあり，かつ
時間的・物理的コスト（例えば，政治的な情報リ

 

図 4　2007 年時点における政治関心レベルのヒストグラム

表 2　政治知識量と政治関心レベルの相関分析表
相関係数

政治知識量 05 政治知識量 07 政治関心レベル 05 政治関心レベル 07

政治知識量 05 1
N=898

政治知識量 07 0.545**
N=896

1
N=898

政治関心レベル 05 0.325**
N=896

0.303**
N=896

1
N=896

政治関心レベル 07 0.249**
N=895

0.270**
N=895

0.542**
N=894

1
N=895

**p < 0.01　　　
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ソースに対する接触）が払う必要性が予期される
ということである。選挙時における有権者の投票
行動についての意思決定に即して言えば，自分が
投票先を決定するためにはまず，その行動がイン
センティブ付けられており（またそのことを認識
しており），時間的な余裕をも持つことが必要と
され，次に新聞・テレビ・インターネットなどの
メディアや，知人や家族などとのコミュニケーシ
ョンを通して，自分の決定に際し必要な情報を得
てそれを保持するということが必要とされるので
ある。では逆に知識を喪失することについても考
えるとどうなるだろうか。ここでの喪失とはある
一時点において正確な認知を持っていたが，その
後の時点においてその認知がなくなってしまって
いる状況を指す。この場合，喪失のコストがかか
らないことは言うまでもないが，正確な認知の喪
失は忘却ということ以外にはその説明をすること
が難しいと考えられる。なぜならば，世論調査に
おいて政治知識を測定する項目を回答するにあた
り，知っている項目に対しては不正確に回答する
インセンティブは回答者にないと想定することは
自然であるからである。
　翻って政治について関心を持つことについて考
えると，上記のコストはほとんどかからない可能
性が高いことがわかる。世論調査において政治に
対する関心の有無を問われた場合，その時点にお
ける気分によって，「ある」，もしくは「ない」と
自由に回答することができる。例えば，調査が行
われた日の朝にたまたまテレビニュースで政治に
関する話題を見て，コメンテーターの意見に感心
したとすると，このことのみによって普段政治に
関心を持っていない人が「ある」と回答する可能
性がでてきてしまうのである。逆に，普段政治に
関心がある人であってもその日の新聞記事の内容
によって関心を削がれてしまい，一時的に関心が

「ない」と回答してしまう可能性もある。またこ
の関心の不安定性は，先の政治知識の定義にも関
連するが，その測定において「ある」と回答する
ことについて客観的な正当化が不可能であること
もその要因として挙げられる。知識の測定につい
て言えば，自分が政治知識を高く保有していると
自己認識している回答者においても，その調査に
おける回答において客観的にその知識レベルを測
定し，その認識が正しいものであるかどうか検証

可能である。しかしながら，関心についてはその
回答者本人以外その虚実や程度を知ることは不可
能である。また，「政治に関心がある」という意
識 は 社 会 的 望 ま し さ に よ る バ イ ア ス（social 
desirability bias）がかかる可能性も否定できな
い。政治に関心を持っていることが有権者として
より望ましいと社会的に考えられているとすれ
ば，そのバイアスを受けやすい回答者の世論調査
における回答が「ある」に偏ることは当然の帰結
であるともいえる。これらの点を考慮した場合，
政治関心は政治知識に比較し，不安定でありかつ
獲得にコストがかからない考えることができる。
　以上の議論を踏まえ，政治知識と政治関心の相
互関係を考える。上述したように，それら変数間
に因果関係を想定しているため，ある時点におけ
る政治知識（関心）がそれよりも後の時点におけ
る政治関心（知識）に対してどのような影響を持
つのか，ということを考える。先の議論では，政
治知識においてはインセンティブや時間的余裕な
ど，政治関心においては日常生活における政治的
情報への接触などの “ 何らかの契機 ” によってそ
の獲得の可能性を持つこと，そしてその契機によ
って引き起こされる獲得については知識と関心で
はコストが異なっているということを指摘した。
そこで，本稿では政治知識と政治関心について二
時点間における双方の影響を見ることによって，
政治知識が政治関心のリソースとなっているの
か，それとも政治関心が政治知識のリソースにな
っているか，政治知識・政治関心がどの程度安定
的であるのか，という二点を検証する。これら二
点を同時に分析することによって，政治知識と政
治関心の関係性を明らかにする。上記の議論から
導かれる予測は以下のようになる。第一に，ある
時点における政治知識はその後の時点における政
治関心を高める影響を持ち，同様に政治関心も政
治知識を高める影響も持つが，その効果は，獲得
コストの差により知識から関心への影響が強いと
いうことである。高い政治知識保有や高い政治関
心は上で述べた “ 何らかの契機 ” として十分にな
りうると考えられるからである。今井（2008）で
は，政治知識を検証的因子分析によってその多次
元性を確認しているが，その全ての因子に対して
政治関心度が影響していることが確認されてい
る。第二に，それぞれの変数の安定性について
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は，政治知識が政治関心に比較して安定的である
ことが予想される。次節において，これらの点を
検証する。

3. 分析

3-1 データ
　第 2 節で提示した問題を検証するためには，上
述したように様々なデータ上の制約を受ける。ま
ず，世論調査により得られたデータを用いる必要
がある。個人の意識内部のメカニズムを分析対象
としているため当然ではあるが，それ以上に有権
者の持つ政治知識を測定するためには，集計デー
タによって代替する方法がないということも理由
として挙げられる。例えば，政治関心という変数
のみであれば，選挙における投票のリソースとし
て関心を想定することにより，投票率を代替して
用いることができる可能性もあるが，政治知識に
関してはそのような代替指標を想定することが難
しい。次に，用いる世論調査データはパネルデー
タでなければならない。2 節で述べたように，既
存の研究においては基本的に一時点における各変
数の関係性を元に分析・解釈がなされてきた。し
かしながら，本来二変数の間にある因果関係を想
定した分析を行うためには，二時点間でその影響
を確認する必要性がある。最後に，詳細は次項で
述べるが，分析モデルとの関係で，比較する項目
がパネルの前後で同一のものであるということで
ある。このように大きく 3 つの制約が考えられる
が，幸いなことに，GLOPE2005-072データは若干
不十分な点3があるものの，政治知識・政治関心
ともにパネルの 2 波双方に同一項目が含まれてお
り，これらの問題をクリアしたデータであると言
える。そのため，本稿ではこのデータを検証に用
いることとする。

3-2 変数の操作化
　本分析では大きく政治関心と政治知識の 2 つの
変数を用いる。それぞれ 2005 年時（1 波目）と
2007 年時（2 波目）で同一の項目を用いる必要性
があるため，以下の 5 つの項目を使用した。な
お，各項目の質問文については巻末の付録に収録

したのでそちらを参照されたい。5 つの項目の内
訳は，①一般的政治関心，②裁判員制度に関する
認知，③戦争放棄条項に関する認知，④三審制に
関する認知，⑤議院内閣制における連帯責任に関
する認知，である。①は政治関心を測定した項目
として，②～⑤は政治知識を測定した項目として
分析に用いる。分析では政治関心について，「関
心がある」「ある程度関心がある」と答えた回答
者に 1 を「あまり関心がない」「関心がない」と
答えた回答者に 0 を与えた。わからない・無回答
は欠損値として扱った。政治知識に関する項目に
ついては，正しい回答をした人に 1 を，わからな
い・無回答を含め，その他の回答をした人に 0 を
与えた4。なお，第 2 節におけるヒストグラム・
相関分析表の作成においては，上記項目に加えて
1 波目では⑥日本国憲法における権利義務規定に
関する認知，⑦河野洋平の公職名に関する認知，
⑧トニー・ブレアの公職名に関する認知，2 波目
では⑨参議院議員の任期に関する認知，⑩衆議院
選挙における小選挙区の定数に関する認知，⑪衆
議院選挙における比例区の定数に関する認知の項
目も同様に使用している。記述統計及び相関分析
においては，「関心がある」に 4，「ある程度関心
がある」に 3，「あまり関心がない」に 2，「関心
がない」に 1 を与え 4 点尺度とした。また，政治
知識量に関しては，それぞれの項目を足し合わせ
て，0 から 7 の 8 点尺度とした。次項以降で分析
に用いたサンプル数は両時点での回答が得られ，
政治関心を測定する項目における欠損を除いた
894 である5。

3-3 分析手法とモデル
　本分析の目的及び仮説の性質により，手法は構
造方程式モデリング（SEM：Structural Equation 
Modeling）を，分析モデルは交差ラグモデル

（Cross-lagged Model）を採用する6。分析手法と
して構造方程式モデリングを扱う理由は，政治知
識を測定する項目が 4 つあることが挙げられる。
本分析では，各政治知識を測定する項目が政治関
心とどのような関係にあるのか，ということを知
ることが主眼ではなく，それらを含め有権者の持
つ政治知識という概念と政治関心という概念とが
どのような関係にあるのかを示すことが目的とな
る。構造方程式モデリングにおける特徴の一つは
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潜在変数（構成概念）を仮定することが挙げられ
るが，この特徴は上記目的に非常に即しているた
め，本分析においてはこの手法を採用した。
　本分析モデルは以下の方程式で表現される。用
いられる潜在変数は 2005 年時点での政治関心，
政治知識，2007 年時点での政治関心，政治知識
の 4 つである。これらの関係を構造方程式として
表現した（式 1 と式 2）。また，観測変数は 2005
年時点と 2007 年時点での各項目であり，全部で
10 項目となる。本モデルにおいては，2 時点で同
一の観測変数を用いることが要求される。そのた
め，前項で述べた 5 つの変数を用いた。これらの
観測変数と潜在変数の関係を測定方程式で表した

（式 5 から式 12）。式中の 05 及び 07 は調査年を
表し，関心（観）・関心（潜）はそれぞれ政治関
心のうち観測変数・潜在変数を表す。また，政治
知識に関しては知識 05 及び 07 は潜在変数を示
し，それぞれの項目が表記されているものは各項
目の観測変数が示されている。これら 12 の方程
式によってモデルが表現されるが，方程式のみで
は直感的な理解が困難であるため，パス図化した
ものを式の後に付記した7。潜在変数の政治関心
については観測変数が 1 つずつしかないため，モ
デルにおける推定を可能とするために誤差項（e5

と e10）に 0，誤差項と潜在変数の間のパス係数
（β5 と β10）に 1 を代入しいている。
①構造方程式
　知識 07=α1 ×知識 05+α2 ×関心 05+d1（式 1）
　関心 07=α3 ×知識 05+α4 ×関心 05+d2（式 2）
②測定方程式
　裁判員 05 = β1 ×知識 05 + e1（式 3）
　戦争放棄 05 = β2 ×知識 05 + e2（式 4）
　三審制 05 = β3 ×知識 05 + e3（式 5）
　連帯責任 05 = β4 ×知識 05 + e4（式 6）
　関心 05（観）= β5 ×関心（潜）05 + e5（式 7）
　裁判員 07 = β5 ×知識 07 + e6（式 8）
　戦争放棄 07 = β7 ×知識 07 + e7（式 9）
　三審制 07 = β8 ×知識 07 + e8（式 10）
　連帯責任 07 = β9 ×知識 07 + e9（式 11）
　関心 07（観）=β10 ×関心（潜）07+e10（式 12）

　このモデルでは，2005 年時点における政治知
識と政治関心に相関を認めた上で，2007 年時点
での政治知識・政治関心に対してパスがそれぞれ
ひかれている。言い換えれば，2005 年時点での
政治知識が 2007 年時点での政治知識・政治関心
を規定し，同様に 2005 年時点での政治関心が
2007 年時点での政治知識・政治関心を規定して

図 5　分析モデルのパス図
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いるということである。ここでの知識間・関心間
のパスは政治知識・政治関心の安定性をそれぞれ
示し，相互にひかれたパスはそれぞれの規定性を
表すこととなる。また，測定方程式中の β はそれ
ぞれ潜在変数から観測変数に引かれたパスを示し
ている。次項において分析結果の提示と解釈を行
う。

3-4 分析結果と解釈
　分析結果は表 3 と表 4，適合度に関する情報は
表 5 にまとめた。

　まず，表 3 は各潜在変数間の関係を示してい
る。構造方程式中の α1 ～ α ４がその母数にあた
る。言い換えれば，2005 年時点における，政治
関心と政治知識の多寡が 2007 年時点におけるそ
れらにどのような影響を及ぼしているか，という
両概念間の関係を表すことになる。モデルの説明

の部分でも触れたが，同概念の変数間における関
係は安定性として，異概念の変数間における関係
は規定性として捉えることができる。この表を見
ると，第一に同概念間の安定性に関しては，それ
ぞれ正の有意な影響を持っていることがわかる。
つまり，2005 年時点に政治知識を高く保有して
いる人は 2007 年時点においても同様に高い政治
知識を持っていることを示している（α1）。政治
関心も同様である（α3）。しかし，その値の大き
さを見ると大きく異なっていることがわかる。政
治知識は 0.848 と非常に高い値をとっているが，
政治関心は 0.492 となっている。これは政治関心
が政治知識と比較して不安定な概念であることを
示している。第二に異概念間における規定性を見
てみると，政治知識から政治関心へのパスが有意
に正の値をとっている（α2）。これは，2005 年時
点において政治知識を高く保有している人が
2007 年時点で関心を高く持っていることを示し
ている。逆に政治関心から政治知識へのパスは統
計的に有意な数値が得られなかった（α4）。言い
換えれば，2005 年時点での政治関心の多寡は
2007 年における政治知識量を説明していないこ
とを表している。第三に，測定方程式中の母数を
見ると，全ての係数が統計的に有意な値をとって
いる。裁判員制度に関する認知を測定している項
目がやや係数が小さくなっている。これは政治知
識という構成概念がその変数を説明する力が弱い
ことを示している。最後にモデルの適合度指標を
見ると，ほぼ全ての指標においてモデルが良い当
てはまりをしていることがわかる8。

4. まとめと今後の課題・発展性

　本稿における分析を第 2 節における予測に即し
てまとめると以下のようになる。第一に，二変数
の相互規定性については，2005 年における政治
知識は 2007 年時点での政治関心を規定するが，
逆に 2005 年時点における政治関心は 2007 年時点
における政治知識を規定しないという結果が得ら
れ，一部予測と異なる結果となった。これらの分
析結果は本稿における主張である，知識と関心の
“ 獲得コストの差 ” が強く表れた可能性を示すも

表 3　構造方程式における推定結果
標準化係数

知識 05　→ 知識 07 0.848　***
知識 05　→ 関心 07 0.115　*
関心 05　→ 知識 07 0.051   　
関心 05　→ 関心 07 0.492　***

*** : p<0.001   ** : p<0.01   * : p<0.05

表 4　測定方程式における推定結果
標準化係数

知識 05　→ 裁判員 05 0.257　***
知識 05　→ 戦争放棄 05 0.665　***
知識 05　→ 三審制 05 0.489　***
知識 05　→ 連帯責任 05 0.517　***
知識 07　→ 裁判員 07 0.361　***
知識 07　→ 戦争放棄 07 0.647　***
知識 07　→ 三審制 07 0.412　***
知識 07　→ 連帯責任 07 0.461　***

*** : p<0.001

表 5　モデルの適合度
適合度指標

χ 2 乗値 27.790
自由度 27
GFI 0.994

AGFI 0.988
CFI 0.999
NFI 0.983

RMSEA 0.006
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のとなったといえる。先行研究におけるクロスセ
クションデータの分析や，本稿第 2 節においては
政治知識と政治関心は比例的な関係が示されてい
たことを考えると，この結果は非常に興味深い。
言い換えれば，一時点において相関関係を持つ 2
変数における因果関係が一方向しか見られなかっ
たことになる。第二に，各変数の安定性について
は，政治知識は非常に高い安定性を示し，政治関
心はそれよりも低い安定性を持つ結果が得られ，
予測した結果が導かれたこととなる。この分析結
果は，回答者が事前調査時に持っていた正確な認
知を忘れるということ，また事前調査時に持ち得
なかった正確な認知を，コストを払い手に入れ
る，という回答者内での変化があまり起きなかっ
たということ，それに比して，関心を持つか持た
ないかということがその時々によって変化しやす
いことを示している。これらの分析結果は政治知
識と政治関心が違う概念であることを明確に示す
とともに，政治知識・政治関心の獲得メカニズム
の一部を解明しているといえる。
最後に，今後の課題と発展性を述べて締めくく
る。本分析においては，政治知識と政治関心とい
う 2 つの変数のみに着目をして分析を行ったた
め，今後の課題として他の変数との関係を明らか
にしていくことが必要となる。この点において
は，2 つの発展性を持っている。第一に，政治意
識内部のメカニズム解明への更なる拡張である。
政治的洗練性・政治的知覚といった複数の下位概
念をもつ広範な概念の説明はまだ十分ではないこ
とを斟酌するとその探究の価値は大きいと考えら
れる。例えば社会的属性変数との関連やメディア
の影響など，様々な展開の可能性を持っている。
第二に，政治的態度，政治行動に対する影響の分
析への発展という方向性である。政治意識・投票
行動研究における最大の議論の一つはいうまでも
なく有権者の投票行動メカニズムの解明であり，
政治知識や政治関心は既存の研究群においても，
主要な説明変数として用いられてきた。その点に
おいて，今回の分析における発見は，今後の分析
に際し活用ができるのではないかと考える。
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［注］
 1 この主張の表れとして，境家（2005a）では政治関心

を政治知識の代理指標として用いて分析を行っている。
しかし，日本においては政治知識を測定する項目を含む
世論調査データは当時あまり存在しなかったこともその
要因として考えられる。

 2 「21 世紀日本人の社会・政治意識に関する調査」（略称
GLOPE2005-2007）は，文部科学省高度化推進研究オー
プン・リサーチ・センター整備事業「政治経済制度・価
値理念の比較研究プロジェクト」（代表：須賀晃一早稲
田大学政治経済学術院教授）によって，2005 年 11 月，
2007 年 2 月に実施された 2 波のパネル調査である。

 3 政治関心を測定する項目で，2 波に共通するものが 1
項目しか入っていないことが問題として挙げられる。こ
れは，観測変数 1 つに対して潜在変数 1 つを設定した場
合，誤差の値を固定するという制約をモデルに与える必
要性がでてくるため，政治関心の影響を過小評価してし
まう可能性があるという点において問題となる。

 4 政治知識の測定に関して，「わからない」と回答し
た人をどのように扱うか，については議論（Mondak, 
1999）があるが，Mondak（1999）では政治知識を測定
する項目に対して「わからない」と回答することはその
回答者の特性（リスク態度など）によって規定されるこ
とが明らかにされているが，本稿ではそれらの変数との
関係を含んだ分析が困難であるため，「わからない」と
誤答とを同一に扱った。

 5 2005 年 11 月調査における有効回答者数は 1397 人，
2007 年 2 月調査における有効回答者数は 899 人である。

 6 このモデルを扱うにあたっては三村（2008）を参考に
した。

 7 パス図の煩雑化を避けるために，図中には含まれてい
ないが，政治知識における同一項目の誤差項（e1 と e6，
e2 と e7，e3 と e8，e4 と e9）には相関を認めている。

 8 一般的に GFI，AGFI，CFI，NFI は 0.950 以上，RMSEA
は 0.005 以下である場合，モデルの当てはまりが良いと
される。本分析においては，RMSEA が若干高めに出て
いるが，許容範囲内であると考えられる。
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付録

第 3節の分析に用いた質問項目
政治関心：あなたは，政治に関心がありますか，それともありませんか。ア，イ，ウ，エのどれかでお答えくだ
さい。
（ア）関心がある（イ）ある程度関心がある（ウ）あまり関心がない（エ）関心がない

政治知識（裁判員制度）：国民が刑事裁判に参加し，被告人が有罪かどうか，有罪の場合はどのような刑にするか
を，裁判官と一緒に決める制度が，2009 年５月までに導入される予定です。この新しい制度は，何と呼ばれてい
るかご存知ですか。
（ア）司法員制度（イ）調停員制度（ウ）裁判員制度（エ）陪審員制度（オ）新しい制度が導入されることは
知っているが，制度の名称は知らない（カ）新しい制度が導入されることを知らない

　政治知識（戦争放棄）：戦争放棄条項を含むのは第何条だと思いますか。
　　（ア）第 1 条（イ）第 9 条（ウ）第 17 条（エ）第 31 条

政治知識（三審制）：判決に不服のある人は，上級の裁判所に改めて訴えを起こすことが認められていますが，日
本では現在，最大何回まで裁判が受けられると思いますか。
　（ア）2 回（イ）3 回（ウ）4 回（エ）5 回

　政治知識（連帯責任）：内閣は行政について，誰に対して責任を負っていると思いますか。
　　（ア）国会（イ）官僚（ウ）最高裁判所（エ）天皇

第 2節の分析に用いた質問項目
政治知識（権利義務規定）：日本国憲法で，国民の権利であり，義務でもあると規定しているのは，どれだと思い
ますか，ひとつお選びください。
　（ア）選挙で投票（イ）税金を納めること（ウ）働くこと（エ）裁判を受けること
政治知識（公職名）：ここにあげる人物が，どのような公職に就いているかご存知ですか。ご存知の場合，その職
名をお知らせください。

　　（１）河野洋平（２）トニー・ブレア
　政治知識（参議院任期）：参議院議員の任期は何年だと思いますか。
　　（ア）3 年（イ）4 年（ウ）5 年（エ）6 年

政治知識（小選挙区定数）：衆議院選挙では，小選挙区当選議員として何人の議員が選出されることになっている
と思いますか。
　（ア）200 人（イ）250 人（ウ）300 人（エ）350 人

　政治知識（比例区定数）：では，比例代表区では何人選出されることになっていると思いますか。
　　（ア）180 人（イ）200 人（ウ）220 人（エ）240 人
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